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は じ め に

中国では改革・開放の深化に伴い，モノ，カ

ネ，ヒト，情報が全国的にかなり自由に移動す

るようになった。そういう意味では全国規模で

中国の市場統合は進んできた。だが，市場統合

だけでは必ずしも国民経済や社会の統合を実現

したことにはならない。度量衡や財政・金融制

度の統一が国民経済の統合にとって不可欠であ

るのと同様に，格差や生活困難を緩和する装置

としての社会保障制度を全国的に整合的なもの

にすることによって国民経済や社会の統合は完

成される。計画経済時代から地方主義が根強く，

また改革・開放後も所得格差や地域間格差が拡

大傾向にある中国にとって，社会保障制度の整

合性を全国的な範囲で実現することは困難では

あるが，避けて通ることのできない課題である。

中国の社会保障制度に関する既存の研究は少

なくない。都市や国有セクターの社会保障を扱

った Dixon（１９８１）や Liu（１９９１），年金制度の

改革に焦点を絞った世銀レポート［World Bank

１９９７］，年金制度改革の地方分散を論じた沢田

（２０００），社会保険制度の改革を中心に企業経営，

年金，雇用，住宅などの多方面から検討した中

兼和津次ほかの論文集［中兼ほか２０００］，計画

経済期から改革・開放後までの社会保障制度の

変遷と改革を総合的に整理した劉（２０００），張

紀潯（２００１），中国研究所（２００１），Leung&Nann

（１９９５），および中国の社会保障の社会化は民営

化にほかならないと論じたWong（１９９８）など

の研究がある。また中国でも，社会保障関連の

年鑑，統計，総覧をも含めて大量の出版物と研

究書が刊行されている。

これらの先行研究と比べて，本稿の特徴は主

として次の点にある。第１に，年金，雇用保険，

医療保険などの社会保険のみならず，医療保障，

社会救済をも含む社会保障制度全体の改革につ

いて全体像を描き，制度的な枠組みの転換がめ

ざす方向と意義を明らかにした。第２に，社会

保障の管理運営をめぐる中央・地方行政の葛藤

を跡づけ，広域統合を妨げている要因を探った。

第３に，計画経済期の企業保障から改革・開放

期の社会保険化，あるいは市場化への転換は社

会統合を促進するうえで必ずしも成功していな

中国の社会保障制度改革と社会統合
――市場化と地方主義の狭間で――

�アジア経済�XLIV―５・６（２００３．５・６） 67



い点について検証した。

Ⅰ 中国における社会保障の体系

１． 社会保障制度と社会統合の理念

社会保障とは何か。制度の経済的機能からみ

れば，国や公共団体が税や社会保険料という形

で国民から費用を集め，これを必要とする人に

供給するところの所得移転あるいは所得再分配

のシステムということができる。もっと具体化

していえば，社会保障とは疾病，負傷，出産，

老齢，障害，死亡，業務災害，失業，多子，貧

困などのばあいに一定の現金や財・サービスの

給付を行い，国民の基本的な生活条件を保障す

ることである［健康保険組合連合会２００２，２；古

川ほか１９９５，２９―３０］。

だが，ここで注意しなければならないのは，

社会保障制度を�持てる者から持たざる者への

所得の再分配�のシステムとして歪小化しては

ならないということである。所得移転や所得の

再分配は社会保障を実現するための手
�

段
�

であっ

て，社会保障の目
�

的
�

ではない。�社会が働くに

は及ばないと判断する人々�（高齢者，障害者）

には寛大だが，�社会が働くには及ばないと判

断したのではない人々�に対しては寛大ではな

いとされる米国にしても，１９３５年の�社会保障

法�の発布にみられるように，当時の連邦政府

の救済対策は都市の下層民を中心とした広汎な

大衆に及んだ歴史的伝統をもっている［小林

１９９９，６１―６２］。現代世界に求められている社会

保障の理念は，限られた少数の弱者や困窮者を

救済することにあるのではなく，何かいったん

事が起こって必要が生じたときには必ず適切な

社会支援が受けられるという安心感をすべての

国民がもてるような社会を構築することにある

［正村２０００，１２３―１２５］。社会保障という社会的共

同事業を通じて，ハンディキャップを背負った

人々や必ずしも恵まれない人々がともに，同じ

社会の成員として支え合っていくような社会を

つくり上げていくことは，すべての国民にとっ

て現在や将来の生活上の不安感を緩和すること

につながる。さらには，充実した社会保障体制

のもとで人々のその社会への帰属意識はいっそ

う強まっていくことにもなる。逆に所得格差が

急速に拡大したり，失業や倒産が増加したりす

れば，犯罪や社会不安が増加し，社会統合に亀

裂が生じる［神野２００２，４１―４２］。社会的な統合

を促進することも，社会保障の果たす大切な役

割のひとつである［椋野・田中２００１，２４４］。

実際問題としてみれば，社会保障を通じて社

会統合を達成するということは必ずしも容易で

はない。経済の広域統合を進めて通貨統合にま

でこぎつけた EUにしても，社会保障政策は

�最も統合が困難で，統合の進捗状況の遅れた�

分野である［岡１９９９，１］。

EUにおける社会保障政策の統合には，次の

２つのレベルがある。ひとつは，各国の異なっ

た国内法が修正されないまま，自国民にも他国

出身者にも同様に適用される�整合化�のレベ

ルである。整合化は国境を移動する労働者のみ

に適用されるのであって，国境を越えない多数

の国民には直接的な影響はない。これに対し，

もうひとつの�調和化�のレベルになると，各

国に共通する規則や原則が EU全体に適用され

ねばならないため，加盟各国は自国の制度の修

正を直接的に迫られることになる。岡伸一の研

究によれば，現在の EUが行っている社会保障

の統合は整合化のレベルであって，調和化を促
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進する段階には至っていない［岡１９９７，８７―８８］。

�EUは社会保障についての独自の制度も財

源もなく，行政組織も権限もない。EUが行え

るのは，加盟国が独自に行う社会保障の運営が

交錯する中を多少の交通整理をすることである。�

［岡１９９９，４０３］

１９６０～７０年代に社会保障制度の�調和化�の

方向に向けて，当時の ECは多くの試みを行っ

てきたが，そのほとんどが挫折した。�調和化�

は社会的，経済的，政治的な意味での EUの真

の統合を達成する唯一の手段であると認識する

人たちもいる一方，実践面では EU加盟各国の

社会保障の統一化に向けての動きは鈍い。EU

におけるこの分野での唯一の成果は男女平等待

遇原則の共有化であって，老齢年金，退職年金，

その他関連給付の違いは残されたままである。

この EUの例からも知られるように，財，サー

ビス，資本や労働力の自由な移動によって市場

統合を実現することも途上国にとってなかなか

容易なことではないが，さらにそれよりも，社

会保障制度の統一化を通じて社会統合を達成す

ることのほうがもっと難しい。

２． 中国における社会保障制度の枠組みの
転換

F・X・メリアンによれば，福祉国家を特徴

づける主要な機能には，�１社会保障制度を通じ

て市民に対して一定の経済的な保障をするため

の，国家による法制的な介入，�２水平的，垂直

的な金銭転移給付を通じての再分配，�３一連の

公的なサービスと施設を市場価格より安い費用

で提供，の３つがある［メリアン２００１，１２］。福

祉国家を構築するには，社会保障を含む広い意

味での社会的なサービスが公的に支給されねば

ならないという原則において，世界各国の間に

大きな認識の違いはない。

他方で，社会保障の具体的な制度，政策や実

施方法となると，国によって異なるのはもちろ

んのこと，同一の国のなかでも時代背景や経済

発展のレベルによって大きく違ってくる。

世界各国の社会保障体系について，その特徴

に基づいて分類すると，次の４つのタイプがあ

る［メリアン２００１，１１２―１１４；広井１９９９，１６―２２］（注１）。

第１のタイプは自由主義的福祉国家と呼ばれ

る国々で，社会保険よりも民間の商業保険に重

きを置き，国家介入を最低限に抑え，主として

低所得層を社会保障の対象としている。米国，

カナダ，オーストラリアなどがこれに属する。

第２のタイプはコーポラティズム的保守主義

的福祉国家と呼ばれる国々で，被雇用者の職域

がベースとなった社会保険を中心にしており，

給付は所得比例的である。オーストラリア，フ

ランス，ドイツ，イタリアなどがこれに属する。

日本もこのタイプに近い。

第３のタイプは社会民主主義的福祉国家と呼

ばれる平等志向の強い国々で，主として高い税

率で徴収した税収によって全住民に高度の社会

的サービスを提供する。スウェーデン，ノルウ

ェー，デンマークなどがこれに属する。

第４のタイプは社会主義的福祉国家である。

かつてのソ連・東欧の社会主義国がこれに属し

た。国有企業が従業員を丸がかえして，彼らに

恵まれた福利厚生を提供する一方，非国有企業

や個人経営，農民に対する福祉は不十分にしか

供給されなかった。

もちろん，ここに挙げた４つのタイプは一定

不変というわけではない。たとえば，戦後日本

の社会保障制度の発展をみても，まず１９５０年代

までは貧困層の生活保障を目的として社会事業，
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なかでも公的扶助（生活保護）に重点が置かれ

ていた。次に１９６０～７０年代には国民一般の社会

生活の安定をめざして社会保険を充実していく

ことが社会保障の基幹政策となった。さらに１９８０

年代以降は，個人生活の保障を目的とした所得

保障，社会福祉，医療保障など多面的な社会サ

ービスの提供が重視されるようになった［古川

ほか１９９５，３０―３１］（注２）。スウェーデンでも１９９９

年の年金保険改革において，旧来の確定給付プ

ラス賦課方式から拠出建てプラス賦課方式への

転換が行われ，以前の方式に比べ，より所得比

例的な給付の方向に傾いている。多くの国に共

通する１９９０年代以降の流れとして，コストの一

部の受益者負担，財政支出の削減，年金・住宅・

医療などの民営化に代表されるような�政府か

ら市場への転換�（�福祉の混合経済�）がみられ

るが，これもレーガンやサッチャーの唱えた

�福祉国家の市場化�と違って，市場の機能に

対する社会的規制は保持されている［ジョンソ

ン２００２，２７９―２８５］。

では，中国は前掲の４つのタイプのうち，ど

れに属するか。１９５０～７０年代の計画経済期の中

国はいうまでもなく第４のタイプに属していた。

１９８０年代以降，改革・開放後の中国がめざして

きた社会保障システムは第２のタイプに近い。

ただし，前掲の先進資本主義国と違って，中国

は社会主義を標榜する発展途上国である。第２

のタイプをめざしつつも，特殊な条件のもとで

独自の方向を追求していかざるを得ない。

過去にさかのぼってみると，中国は早くも１９５０

年代には，都市部でそれぞれの国有企業が社会

保障の単位となって，従業員の雇用，住宅，子

女の教育，その他生活全般について保障する体

制をつくり上げた。また，完全雇用の達成をめ

ざして，国による労働力の統一配分と終身雇用

制度も樹立した。国有企業では，一人でできる

仕事を多くの人に割り当てて雇用を増やす（�三

人分の飯を五人で食べる�）方式を採用したため，

全国の国有企業に低賃金・過剰就業が広がって

いった（注３）。

都市国有企業を中心として社会保障体制が樹

立された背景には，都市と農村とに分断された

中国社会経済の二重構造がある。農民は経済発

展の面でも都市から大きく後れ，しかも戸籍管

理によって都市への移動を制限されていた。こ

のような，隔絶された二重構造のもとで，都市

の国有企業従業員とその家族は，年金，医療，

住宅，各種手当，子女の教育，福利厚生など特

権的な待遇を享受していたのである［木崎１９８８；

１９９５］。他方，農村部では，人民公社あるいは

生産隊の集団経済のもとで，きわめて低い給付

水準ではあったけれども，�五保�（身よりのな

い老人，孤児，障害者，病弱者に対する食・燃料，

衣，住，医療・介護，埋葬などの基本的な生活保

障）が実施された。しかし，これはあくまで農

村集団経済の自力によるもので，都市の国有企

業のような国からの支援はなかった。改革・開

放期になると，国有企業は大きく民営化の方向

へ舵を切り，農村でも集団経済が瓦解した。こ

のような市場経済化の流れのなかで，従来型の

社会保障制度はその存立基盤を失った。新たな

社会的ニーズに応えるためには，市場経済に適

応した社会保障制度へ転換していかなければな

らなくなった。

中国における現行の社会保障の体系は，表１

に示したように都市と農村とに大きく分けられ

る。社会保障体系の基本的枠組みは，公的扶助，

社会保険，社会福祉，特定の階層への生活保障
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表１ 中国の都市と農村における社会保障体系

地
域

社会保障の
区分

給付・サービスの項目
被保障者数または社会保
険加入者数

都

市

特定の階層へ
の生活保障

国有企業レイオフ職員・労働者への生活保障
現役・退役軍人，その家族・遺族への優遇と
生活保障

１３７．９万人a 第１
保障線

社会福祉

社会福祉施設（老人ホーム，児童福祉施設，
身体障害者施設など）

３４．９万人a

地域コミュニティー・サービス（公共医療施
設・リハビリ施設など）

社会保険

出産保険 ３００２万人b

労災保険 ４３５０万人b

医療
医療保険（国有企業・集団企業職員） ５７８７万人b

公費医療（政府機関職員） １１０１万人a

雇用保険 １億２６９万人a 第２
保障線

養老保険 １億８０２万人a

公的扶助 都市貧困世帯への最低生活保障 １１７１万人a 第３
保障線

農

村

特定の階層へ
の生活保障

現役・退役・死亡軍人，その家族，遺族への
優遇と生活保障

３１２．８万人

社会福祉 社会福祉施設（老人ホーム，孤児院，障害者
施設，障害者福祉工場など）

敬老院２６．９万人c

光栄院６１２３人c

社会保険
農村年金保険 ６１７２万人b

農村合作医療 行政村の２３．６％d

公的扶助

被災世帯への補助 ６０００万人a

農村貧困世帯への補助

３０４．６万人a，
臨時救貧１８０１万人a，
国家からの定期救済８０．７万
人a，農村集団組織による
救済１８６．１万人a

�五保�（独居老人，病弱者，孤児，障害者等
に対して衣，食，住，医療，埋葬費などを保
障）

２２１．６万人a

（出所） 李（１９９６），費（１９９９），于（２０００，６）などを参考にして筆者作成。
（注） �１ a．２００１年，b．２０００年，c．１９９８年，d．１９９７年。

a：民政部財務和機関事務司（２００２），中華人民共和国国家統計局（２００２）．
b：労動和社会保障部（２００１）．
c，d：陳（２００１）．

�２ 第１～第３保障線は，レイオフ・失業対策用。
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からなる。改革・開放政策以降の市場経済化に

伴って，社会保障制度の改革も始まった。従来

は各国有企業ごとに医療，労災，年金などの費

用を負担していたが，次第に社会保険化し，政

府，企業，個人の３者で負担する方向に転換し

てきた。また，計画経済期にはあまり顕在化し

ていなかった失業に対して，雇用保険制度も設

けられた。近年では国有企業のリストラによっ

て多くのレイオフ人員や失業者が出たために，

前掲の表１に示したような３段階の保障線を設

定して対策に当たっている。

社会保障の給付水準とそのカバーする範囲は

それぞれの国の経済の発展段階からかけ離れて

存在するものではなく，経済的余力の程度によ

って決まるところもある。雷潔�は，現在の中

国は従来の計画経済期のモデルも西側先進国の

モデルのどちらもそのまま適用することができ

ないという。その理由として，次の４点を挙げ

ている［雷１９９９，１５―１８］。

第１に，中国は生産力の発展水準が低く，西

側先進国のような高福祉の社会保障制度を実現

する条件はまだ備わっていない。

第２に，市場経済下の社会保障事業は複雑で

多岐にわたるものであり，計画経済期のように

すべて政府に頼って管理することはできない。

第３に，中国に存在する都市・農村の二重構

造は一朝一夕には解消しない。人口の８０％を占

める農村住民は財政からの社会保障支出の１１％

しか割り当てられておらず，住民１人当たりの

社会保障支出額は都市４５５元に対し，農村１５元

でしかない。このような大きな都市・農村間格

差の存在を一挙になくすことはできない。

第４に，社会保障事業の管理・運営もまだ制

度化の途上にある。

以上をまとめると，中国の社会保障制度改革

における計画経済期の枠組みから改革・開放期

の枠組みへの転換には，２つの側面がある。ひ

とつは，国有企業の従業員向けの特権的で閉鎖

された保障体制から，保障を社会化・市場化す

ることによって，すべての階層の参加を可能に

する開かれたシステムへ移行するという正の側

面である。もうひとつは，都市と農村とに分断

された二重構造を温存したまま，都市中心の社

会保障を充実していくという旧体制から遺留し

てきた負の側面である。

３． 社会保障管理のタテ割り行政

�１ 社会保障管理部局の分散

中国の社会保障制度改革が難航している要因

のひとつに，現行の社会保障管理体制のかかえ

る問題がある。中国の社会保障管理部局は，表

２に示したように，社会保険，公的扶助，社会

福祉，軍人保障，国家幹部保障など社会保障の

分野ごとに異なり，しかも同一の分野でも２～

３部局に分散している。確かに，１９９８年の行政

改革によって労働・社会保障部が新設され，社

会保険の管轄部局が一本化されたことは，社会

保障行政における大きな前進である。なぜなら，

それまで労働部（都市企業従業員の年金保険，雇

用保険，労災保険，出産・疾病・死亡保険），人事

部（政府機関・事業体職員の医療保険），民政部

（農村の年金保険と都市・農村の社会救済），総工

会（労働組合の連合組織。退職した職員・労働者

の一部分についての共済保険の管理業務），人民

保険公司（都市集団所有制企業従業員の一部分と

農民の年金保険業務の請負い）などの各部局に分

散していた社会保険を労働・社会保障部に統一

することにしたからである［楊１９９４，６８］。

行革後の労働・社会保障部は制度的な建前と
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表２ 中国における社会保障管理部局

部 局 社会保険 公的扶助 社会福祉 軍人保障 国家幹部保障

労働・社会
保障部

①企業・事業体・政府
機関の社会保険（年
金，雇用，医療，労
災，出産育児）

②農村の社会保険（年
金）

民政部 農村の社会保険の一部 ①被災世帯への扶助
②都市・農村住民へ
の最低生活保障

③都市・農村の孤児，
老人，病人，障害
者への扶助

社会福祉事
業，社会福
祉企業，社
区サービス

軍人とその家族・
遺族への優遇と生
活・就業保障

人事部 政府機関・事業体の幹
部・職員の退任・退職
手当，病気・出産育児
休暇中の給与

国家機関の
幹部・職員
の福利厚生

軍隊幹部の退役後
の就業保障

衛生部 ①農村の衛生サービス
②社区の衛生サービス

国務院救貧
弁公室

貧困地区住民への扶
助

国家中央軍
事委員会総
政治部・総
後勤部

現役軍人の公費医
療，生活困難扶助，
職員・労働者の福
利厚生，生活保障

中共中央組
織部

①国家幹部の退任
手当，公費医療，
生活困難扶助，
福利厚生
②軍隊幹部の退役
後の就業保障

教育部 教育関係者
の福利厚生

農業部 郷鎮企業の職員・労働
者年金保険規定の発布

中華全国総
工会

職員・労働者の共済保
険

中国障害者
連合会

障害者福祉
事業

財政部 中央財政の社会保障関連支出の管理，社会保障資金財務管理制度の策定

（出所） 雷（１９９９，２８）を一部修正。他に，張興傑（１９９８，２２４―２４３）などを参考。

中国の社会保障制度改革と社会統合

73



しては，労働と社会保障の行政事務全般を主管

することになっている。だが，新しい制度がで

きたからといって，現実が直ちにそのとおりに

動くものではない。前出の表２のように，１０余

りにわたる多くの部局に管理は分散しているの

が実情である。しかも，一本化されたはずの社

会保険にしても，一部は人事部，衛生部，民政

部，農業部，総工会などに残されたままである

［張興傑１９９８，２２４―２４３］。

�２ 中央系列と地方系列のタテ割り行政

中国の社会保障管理行政の直面する大きな問

題として，担当部局が分散していることに加え

て，同じ分野の社会保障管理部局であっても中

央系列と地方系列とで分断されている点が挙げ

られる。

一般に，中国の行政管理には中央系列（�条

条�）と地方系列（�塊塊�）の２つのラインがあ

る。図１に示したように，中央系列は中央政府

レベルの各部・委員会→省レベルの庁・局→地

区・市レベルの局→県・区レベルの局のライン

である。このラインの上下関係は業務上の指導

関係であって，直接的な指導・命令関係ではな

い。これに対し，地方系列のばあいには地方政

府指導者と各部局との間は直接的な指導・命令

関係下にある。人事の任免，行政職員の賃金，

住宅や福利厚生などは地方政府によって管理さ

れている。そのため，中央各部から省レベルに

下りてきた業務目標と省政府の業務目標とが衝

突したときには，省の庁・局は省政府の業務目

標を優先せざるを得ない［雷１９９９，５２―５３］。

１９９０年代初めから中国は社会保険の省レベル

での統一管理を推進している。省レベルでの統

一管理を実現するためには，全省の範囲内で

�４つの統一�（統一制度，統一基準，統一管理，

基金の統一調整使用）を実行しなければならな

い。つまり，�１社会保険の制度を省レベルで統

一する。�２年金保険基金を全省の範囲内で，同

一の保険料率でもって，県・市レベルの社会保

険機構の人員が統一徴収し，その後で省レベル

の社会保険機構に完全納入する。�３年金の支出

は省レベルの社会保険機構が各県・市の支払い

の必要性に基づいて支給する。�４全省の範囲内

で異なった地区の間で基金の過不足を相互に調

整する。この基準に照らすと，現在までのとこ

ろ，大部分の地区で実行しているのは県・市レ

ベルの統一管理にすぎない。

中国の社会保険管理機構にも中央機構と地方

機構がある。中央レベルの社会保険事業管理中

心は労働・社会保障部の直属事業体として，全

国の社会保険事務機構の委託を受けて，社会保

険の徴収，支払い，管理運営事務を行っている。

地方の省レベルには，省労働庁（または労働保

障庁）所属の社会保険事業管理局があり，そこ

が省の社会保険業務を直接管理するか，または

傘下の社会保険管理中心に業務委託している。

地方の県・市レベルにも同じように県・市の社

会保険局があって業務管理している。省レベル

での統一管理が難しいことの理由として，県・

市の社会保険局の人事権が県・市政府に握られ

ている点が挙げられる。しかも，県・市レベル

の社会保険局の人事はコネ採用や定員オーバー

などの温床にもなっているという［胡・施２００１，

６１―６３］。

具体的なケースとして，福建省のばあいを見

てみよう。１９９０年に福建省は省レベルの統一管

理を宣言し，省レベルの社会保険機構が保険料

を統一徴収，統一支出していた。ところが，１９９３

年には保険料徴収の達成率が８７％にまで低下し
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中央政府�

S1 S2 S3 S4 S5
国務院の�
各部・委員会�

ES1 ES2中央管轄企業�

省・自治区・直轄市政府�

省・自治区・直轄市の各庁・局�

省・自治区・直轄市管轄企業�

地区・市政府�

地区・市の各局�

県・区政府�

P1 P2 P3 P4 P5

EP1 EP2

M1 M2 M3 M4 M5

地区・市管轄企業� EM1 EM2

県・区の各局� C3 C5C4C2C1

EC1 EC2県・区管轄企業�

中央系列の管轄・命令�

地方系列の管轄・命令�

（弱い）�

（強い）�

（強い）�

てきた。その大きな原因は，省レベルの管理は

県・市レベルの管理ほど企業に対して直接的で

ないため，納付を渋る企業や，繰り上げ退職・

操業中止などの手段を通じて退職金支払いを大

幅に増やす企業が出てきたことにある。そこで

福建省は，省レベルの統一管理を断念せざるを

図１ 行政管理の中央系列（�条条�）と地方系列（�塊塊�）

（出所） 雷（１９９９，５２）を参考にして筆者作成。
（注） Sn：国務院（内閣）の部・委員会，Pn：省・自治区・直轄市の庁・局，Mn：地区・市の局，Cn：県・

区の局，Esn：中央管轄企業，Epn：省・自治区・直轄市管轄企業，EMn：地区・市管轄企業，Ecn：
県・区管轄企業
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得なくなった。省社会保険機構は各県・市の年

金保険料を査定して，実際の保険料収入が査定

額を超えたら，超過分の８０％を県社会保険局に

留保することにした。また支出額が査定額を超

過したばあいは，超過分の８０％を県・市社会保

険局に負担させることにした。その結果，福建

省の保険料徴収の達成率は１９９５年には９７％まで

上昇してきた。

福建省が省レベルの�４つの統一�から後退

した理由として，次のように基金の統一使用を

実現することの難しさが指摘される。

第１に，統一使用にすると，持ち出し超過の

県・市が非協力的となる。県・市社会保険局は

県・市政府によって局の責任者が任命され，職

員の賃金や行政経費も県・市政府から出る。あ

る県から資金を取り上げようとすると，その県

の政府は種々の理由を付けてそれを阻止しよう

とする。このとき，県社会保険局は県政府の命

令に従うだけで，省社会保険局の指示を聞こう

とはしない。

第２に，省の統一使用にすれば，持ち出し側

の県・市社会保険局が現在掌握している基金は

減少せざるを得ない。基金の管理や投資運用を

規制する法規はあるが，現実には抜け穴だらけ

である。県・市が資金を握っていれば，各種の

運用利益がもたらされるであろうのに，いった

ん資金を省に納めてしまえば，県・市社会保険

局の自由に扱える資金が減り，県・市政府は利

権を失うことになる。また，管理経費も省社会

保険局が握ることになれば，その使用と分配の

権限も省のものになってしまい，県・市の社会

保険局は直接に管理経費を使う権利を失うこと

にもなる。したがって，省レベルの統一管理は

当然のことながら県・市政府の反対にあうと同

時に，県・市社会保険局からの協力も得られな

いのである［雷１９９９，５８―５９］。

�３ 産業別管理方式の導入と撤廃

社会保険行政における中央系列と地方系列の

軋轢を示す事例として，年金管理に対する産業

別管理方式の導入と撤廃をめぐる確執を取り上

げることができる。

１９８０年代から，社会保険の省レベルでの統一

化が推進される一方で，経営状況の良好な一部

の産業は産業ごとの年金管理の実施を申請して

きた。まず１９８６年に水利電力部が独自の管理を

認められ，続いて８７～８８年に郵電部，鉄道部，

中国建築工業総公司，石油天然ガス総公司の産

業別管理が認可された（第１グループ）。さらに

１９９２年に交通部，中国人民銀行，中国民用航空

総局，中国船舶工業総公司，中国核工業総公司，

中国非鉄金属工業総公司が統一管理を申請し，９３

年には交通，石炭，銀行，民航，石油，非鉄の

６部門の産業別管理が認可された（第２グルー

プ）。

産業別管理への動きは，年金財政の良好な産

業や企業が自己利益の追求を図ったものであり，

これは地方レベルの統一管理の方向と正面から

衝突するものであった。また，産業別管理のも

とでは，従業員の保険料が移転すれば，各部門

は自らの収入が他部門に移ることになるため，

従業員の他産業への転出を歓迎しない。その結

果，労働力の移動による労働力の効率的配分が

阻害されるため，労働部（当時）としては強く

この方式に反対してきた。

では，産業別管理に対して中央政府が�先に

認可して，後で取り消す�という体たらくに陥

ったのはなぜなのか。表向きは中央政府が１１産

業部門の圧力に屈したようにみえるが，実は国

76



務院の利害と密接に絡んでいた。１１の産業はす

べてそれぞれの産業を単位として中央に利潤と

税を納付する。これらの産業は地方企業に比べ

て年齢構成が若く，老年人口が少なく，年金支

出が少なく，年金保険料率も低い。水利電力部

が産業別管理を申請する前の１９８５年時点で，全

国の地方統一管理の保険料率は平均すると２０％

だが，１１産業中２０％を超えるのは２部門だけ

で，他部門の平均は１６％であった［雷１９９９，６１―

７１］（注４）。したがって，もし地方統一管理にな

れば，１１産業全体で毎年これまでより５０億元多

く年金保険料を納めなければならなくなる。こ

れは結果的に中央財政収入の減少をまねく。産

業別管理を国務院が認可した最大の理由はここ

にある。

ところが国務院は，いったん認可した産業別

管理を後になって取り消さざるを得なくなる。

その理由として，�１産業別管理は社会保障の理

念からみて筋の通らない話であり，説得性がな

い，�２地方政府の強烈な反対と抵抗があった，

�３１９９８年の国務院機構改革で，産業別管理を実

施している主管官庁が統廃合された，�４アジア

経済危機の影響下に，経営の悪化した金属，石

炭，鉄道，中国建築工程総公司の４部門で年金

支払いの停止や減額という事態が発生した（９８

年第１四半期に，退職者２８３万人に４３億８０００万元が

不払い），などの点が挙げられる［雷１９９９，７１―

７２］。

社会保険が中国で真に社会化されたものとな

るには，所有制や産業部門の壁を越えて，一定

地域内の就業者を分け隔てなく加入させなけれ

ばならない。しかも，地域的な統一管理の範囲

も，県・市から省レベルへと，より拡大してい

かなければならない。ところが現実には産業別

管理のような逆行現象が起きたのである。前述

したように，社会保険管理行政における中央系

列と地方系列の利権争いが，社会保険の社会化

と統一管理の実現を難しくしてきたことは否め

ない。

以下では，社会保障制度改革のなかで重要な

位置を占める都市年金制度，雇用保険，医療保

険，社会救済の４分野（社会福祉にも一部言及）

における改革の進展状況とその直面する問題を

探る。その際，中央・地方行政のタテ割り管理

と市場化・社会化との関係についての視点が分

析の基軸となる。

Ⅱ 都市年金保険制度の改革

１． 年金保険制度改革の基本方針

中国における現在の年金保険制度の主要な枠

組みは，１９９１年と９７年に提出された政策によっ

て形づくられた［上海財経大学公共政策研究中心

２００２，１９３―１９５］。１９９１年の国務院�都市企業従業

員年金保険制度の改革に関する決定�（以下，

１９９１年決定）は，主として次の４点からなる年

金保険改革の基本原則を提示している。

�１ 多元的な年金保険体系（社会基本年金保

険，企業補充年金保険，個人貯蓄性年金保険

の３本立て）を実施する。

�２ 保険基金の収入額によって支出額を決め

る。繰越額は原則として集中管理する。

�３ 年金保険料は国家，企業，個人の３者が

負担する。

�４ 統一管理の範囲は市・県レベルから始め

て，省レベルに移行し，最終的には全国範

囲で統一する。

これら４点は，その後の年金保険制度の改革
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（積立段階）� （支給段階）�（納付段階）�

企業負担：�
�

企業賃金総額の20％�

個人負担：�
�

本人賃金の8％�

基礎年金口座　17％�

個人年金口座：�
�

本人賃金の11％�

基礎年金（定額給付）月額：�
�

当地の前年度平均賃金の20％�

個人年金（所得比例給付）月額：�
�

本人の口座残高の120分の１�

17％�

3％�

を貫く基本原則を示しはしたものの，各地方や

各産業部門の具体的な進め方まで統一するもの

ではなかった。賦課方式を採るか，積立方式を

採るか，あるいは混合方式を採るか，各地の実

施方法はばらばらで，個人口座向けの保険料率

もさまざまで，企業の負担の大きさも同じでは

なかった（注５）。このような状況に対処するため

に発布されたのが，１９９７年の国務院�統一的な

企業従業員基本年金保険制度の樹立に関する決

定�（以下，１９９７年決定）であった。�１９９７年決

定�は�１９９１年決定�の基本原則を引き継ぎつ

つ，対象範囲の拡大，積立方式の導入，省レベ

ルでの統一管理など，より踏み込んだ方針を提

出している。その要点は次のとおりである［陳

２００１，５０―５１］。

�１ 都市の非国有企業の従業員や個人経営も

対象者に含めて，年金保険のカバーする範

囲を拡大する。

�２ 全面的な�賦課方式�（現在の在職者から

集めた保険料で，現在の退職者の年金を支払

う方式）を改め，部分的に�積立方式�（現

在の在職者の納めた保険料を積み立てて，将

来，彼らの退職後の年金支払いに充てる方式）

を導入する。

�３ 基本年金保険は，社会統一基金と個人の

積立口座との２つの部分から構成される。

�４ 企業の保険料率，個人口座への配分比率，

年金の支払い方法を統一する。

�５ 省レベルでの統一管理を実現する。

�１９９７年決定�は年金保険料の徴収と支払い

額について，次のように規定している。

保険料の納付者は，国有企業，都市集団企業，

外資系企業，都市私営企業，その他都市企業，

事業単位，国家機関，社会団体，NGO，都市

個人経営である。徴収基準は前年度の平均賃金

総額を基準として，企業納付分は企業賃金総額

の２０％以下（個人口座に振り向ける３％を含む）

で，具体的な率は省，自治区，直轄市が決める。

ただし，年金財政の苦しい一部の省，自治区，

直轄市では賃金総額の２０％を超えて徴収するこ

とも認められている。個人の納付分は，それぞ

れ本人賃金に対して１９９７年４％，９８年５％，９９

年６％，２０００年８％の率が設定され，逐年で引

き上げられていくことになった。基本年金保険

料の納付，積立，年金支給の段階と賃金総額に

対する比率を簡略化して示すと，図２のように

図２ 基本年金保険料の流れ

（出所） 王東進（１９９８，６５）．
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なる。

この基礎年金プラス個人積立方式を導入した

１９９７年の段階では，高齢化社会の到来を計算に

入れても，企業２０％と個人８％の保険料率で十

分まかなえると見込まれていた。ところが，実

際には個人口座に振り向けられるべき３％の企

業負担分を積み立てていない企業も多く，従業

員の個人負担で納めた個人積立の部分までも既

存の退職者への年金として支給していた地方も

ある。一部の地方では保険料率を２０％から２９％

にまで引き上げたが，それでも支出が収入を上

まわった。このような状況のもとで，多くの地

方の個人口座の積立金はその額が記帳されてい

るだけで，実際には積み立てられていない�カ

ラ口座�になっていった。１９９９年に全国２５省・

自治区・直轄市の個人口座における�カラ口座�

の額は，１０００億元規模に達したという。個人口

座の毎年の帳簿上の積立は５００億元ずつ増えて

いるが，実際には流用されてしまうため，個人

口座の積立額はむしろ減少している［上海財経

大学公共政策研究中心２００２，１９５―１９８］。

２． 年金財政の悪化

前項で述べたように，�１９９７年決定�によっ

て，基礎年金と個人口座年金とに分けて積立と

支給が行われることになったが，年金財政は悪

化の傾向にある。さらに問題となるのは，�１新

方式の適用を受ける在職者（１９９３年１月１日以

降に就労した者），�２旧方式のままで年金を受け

る退職者（９７年以前の退職者），のどちらにも属

すことのない層の存在である。つまり，�３１９９２

年以前に就労し，９８年１月１日以降に退職する

者の扱いをどうするかである。この移行期の層

は個人口座積立の期間が短いことに配慮して，

その年金は表３のように，新方式による基礎年

金プラス個人年金のほかに，移行措置年金を加

えることで解決が図られた。

上述したような移行措置の導入によって中国

の年金財政はより苦しくなると予測される。こ

れは，基礎年金と個人年金とを組み合わせた新

方式の導入によって，従来の退職者への年金支

給の負担に加えて，移行措置期の退職者に対す

る年金負担が増えるからである。今後，移行期

の退職者の移行措置年金の支給に加えて，新方

式下で生まれる新たな退職者への個人年金の支

給もしなければならなくなるから，個人口座の

食いつぶしはいっそう強まる可能性が大きい。

�１９９７年決定�前の段階では，中国の年金財政

における�カラ口座�による潜在的な債務額は

４兆～５兆６０００億元で GDPの６０～８２％であっ

たが，２０００年には６兆３０００億～８兆４０００億元で

GDPの７３～９５％に相当するという推計もある

［上海財経大学公共政策研究中心２００２，２５６―２６２］。

年金財政の悪化にどのように対処するのか。

その対策として検討されているのは，次の５つ

表３ 移行期退職者への移行措置

移行期の退職者（１９９２年以前に就労，９８年以降に退職）への年金

基礎年金 個人年金
移行措置年金

勤続年数対応部分１） 移行措置補助部分２）

（出所） 上海財経大学公共政策研究中心（２００２，２１６）．
（注） １）１９９２年以前の勤務年数×退職前年の全市従業員の平均賃金×０．７５％。

２）１９９３～９７年の個人口座積立額に応じて算出。
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である［上海財経大学公共政策研究中心２００２，２６３

―２６７］。

第１に，年金保険料率の引き上げ，または社

会保障税の導入である。保険料の企業納付分は

現行の規定でも賃金総額の２０％に及ぶ。そのほ

かに医療保険６％，失業保険３％，出産・育児

保険０．８％を負担しなければならず，合計する

と２９．８％になる。実際には１６の省ですでに３０％

を超えており，これ以上の負担を企業に強いる

のは難しい［王夢奎２００１，７９］。法人税を中心と

した現行の税制のもとでは，年金保険料に代え

て社会保障税として徴収することになったとし

ても，企業が負担せざるを得ないことには変わ

りがない。

第２は，国債の発行である。中国の財政赤字

は年々ふくらんでおり，２０００年の国債発行額は

４６５７億元に達した。財政の債務依存度（＝債務

収入／財政支出）は２０％が警戒ラインだが，１９９９

年には２８％を超えている。国債は中期（２～５

年）物が８０％と償還期間に猶予はなく，毎年の

国債発行の半分近くが償還に充てられているの

が現状である。国有銀行のかかえる不良債権の

うち，１兆２０００億元は国有資産管理公司が引き

継がねばならないことになっているが，そのほ

かに国有銀行自身で償却しなければならない不

良債権や３つの政策銀行のかかえる不良債権も

ある。さらなる国債の発行が将来的に展望のあ

る選択とはいえない。

第３にあり得る対策は，国有資産・国有林の

売却である。２０００年末の国有資産総額は９兆８８５９

億元（軍隊含まず）であり，その売却可能な営

利性資産は６兆８６１３億元である。仮に全額が資

産価値どおりに売れたとしても，年金財政の債

務総額にようやく相当する規模でしかない。営

利性資産の所有主体である国有企業のうち，７５％

は地方政府所有である。年金保険の統一範囲は

基本的に市・県レベルであり，省レベルでの統

一はほとんどのところで達成されていない。国

有資産の売却を実現するには，省レベルのタテ

割り部門を超えた機構を樹立しなければならず，

これは容易なことではない。まして中国の資本

市場はまだ未成熟であり，国有資産の大量売却

を安定的に吸収できる規模には達していない。

第４に，利子税の徴収（１９９９年）や年金保険

福祉宝くじ（２００２年）などの方策も実施されて

いるが，それほど大きな収入増にはつながりそ

うにない。

第５に，非国有企業の成長によって社会保険

のカバーする範囲を広げ，２００５年以後には社会

保険の保険料率を３０％前後で維持できるという

説［賈・楊２００１，５７］もある。しかし，非国有

企業全体がWTO加盟後もこれまでのような成

長を続けるとは限らない。

以上のような状況を考慮すると，中国の年金

財政の支出が近い将来に改善するとは望み難く，

財政危機はいっそう深刻化していくとみられる。

３． 年金保険管理の統一化の難しさ

�１９９７年決定�において全国的な統一基準を

設定し，省レベルでの統一管理をめざしていく

方針が示された。１９９８年には，中央の１１産業の

部門別管理を地方管理に移すことを命じた国務

院通達も出ている。さらに１９９９年末には�基本

年金保険の省レベルの統一財政の樹立に関する

通達�も出された。１９９９年の通達は，２０００年内

に市・県レベルから省レベルでの統一管理に移

行し，企業からの徴収基準を省内で同一にする

とともに，省内で年金基金の統一調整を行うよ

うに求めている。しかし他方で，省レベルで統
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一徴収が困難な地域では，各レベルの地方政府

が分級徴収（５段階以下）することも容認して

いる。年金保険の省レベルでの統一管理の実現

が難しいのは，年金保険の管理が前述した中央

系列と地方系列のタテ割り行政とも密接に結び

ついているからである。以下，この点を年金保

険管理行政に即して，もう少し具体的にみてお

こう［王	等２００１，１９８―１９９］。

第１に，１９８０年代以降の改革は市・県レベル

の統一管理の方向と中央の部門別管理の方向と

を並行して進めてきた。各地方政府や各産業部

門には年金保険基金の管理・運用上の大きな自

主権が与えられた。その結果，各地方政府が保

険料率を独自に設定し，中央の基準を超えるケ

ースも出てくるようになった。国務院は地方や

産業部門がみだりに保険料率を引き上げるのを

禁止し，１９９５年６号文件では年金保険料率の上

限を賃金総額の２５％に設定した。しかし実際に

は，各地の保険料率は２５％を超えているところ

が少なくなく，なかには３８％に達しているとこ

ろもあった。このように不均等な保険料率は労

働力の地域間，部門間の移動の妨げともなり得

るものであり，社会保障サービスの均等化，制

度化という目標にも合致していない。

年金保険の管理権限が地方に分散されてきた

結果は，基金会計の地域間格差となって現れて

いる。１９９６年に基本年金保険基金の繰越残高は

５７０億元にのぼっていたが，それらは全国に分

散した３０００余りの社会保険事業管理機構によっ

てそれぞれ別々に管理されていた。基金残高の

地域的偏りもはなはだしく，総数３１のうち１７の

省・自治区・直轄市の合計額がその８４．３％を占

めていた。年金支給財源の最も潤沢な江西省は

１４カ月分に相当する基金残高があるのに対し，

最低の天津市は１．２カ月分しかなかった。

同一の省内でも基金残高の不均衡は顕著であ

る。１９９６年に広東省全体では４０億９０００万元の残

高があったが，その４５．６％は広州市と深�市に

集中していた。それに対して中山市は５６３万元

（０．４％）しかなく，順徳市に至っては２７００万元

の赤字である。基金の管理権は各地方に分散し

ており，省と省の間で融通しあうことが難しい

のはもちろんのこと，同一の省内の市と市の間

でも基金を移動させるのも容易ではない。さら

に，山西，河北，吉林の各省では所有制の違い

によって年金基金は別々に管理されており，異

なった所有制間で基金を融通しあう方式にはな

っていない［王	等２００１，３０６］。

第２に，年金保険の管理・運用にあたって地

方行政の関与がはなはだしく，短期的な地方政

府の利益を優先させる傾向にある。規定では年

金基金の運用先は銀行専用口座への預金か，国

債購入かの２通りしか認められていない。とこ

ろが，財政部が１９９６年５～６月に実施した１０省・

自治区・直轄市の５４基金事務機構（２８の年金保

険事務機構と２６の雇用保険事務機構）に対する調

査によると，基金の運用先は規定外のものが少

なくなく，基本建設プロジェクトへの投資，不

動産投資，株式購入，地方債購入，直接投資，

委託貸付，会社経営，対外融資，�小金庫�（責

任者や担当者による私的用途への流用），ノンバ

ンクへの預金，主管部局による基金・管理費の

使用などに流用されていた。１９９２～９５年の間に

年金基金１５０億元が不法に使用されたという

［王	等２００１，４０３―４５１］。

個別事例を挙げると，ある省は人民政府の文

書で，年金保険基金をその省の重点建設プロジ

ェクトと技術改造プロジェクトに投資するもの
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と定めていた。また，ある省の労働庁は省内の

某市社会保険事業管理局が年金保険基金１０００万

元を海南亨通不動産公司に投資することを認可

したが，この投資は今に至るも元金すら回収さ

れていないという。１９９３年から９５年にかけて年

金保険基金６億５７００万元を不動産に投資した省

もある。ある市では１９９２年に社会保険公司を設

立したのち，社会保険基金２９０５万元を投じて同

公司の株を購入している。

労働部は１９９４年の文書で，社会保険基金の積

立残高の８０％を国債購入に充てるよう指示を出

しているが，９５～９６年の実際の状況は，２０％足

らずしか国債購入に充てられていない。このよ

うに年金基金の流用が横行している背景には，

基金残高の目減りが進行しているという現実が

ある。１９９４年の基金残高に対する利子収入は２３

億７０００万元であったが，これで計算した利子率

は１１．４％にしかならない。この利子率は当時の

物価上昇率２１．７％をはるかに下まわっている。

第３に，年金保険基金の管理・運用に対する

監督も地方分散や部門分散の影響を受けて不十

分にしか行われていない。財政部は社会保険に

対する監督を強化するため，社会保険基金投資

管理規定や社会保険の財務管理制度についての

規定を発布してきた。また，各地方が分散管理

している社会保険基金を銀行の�財政専用口座�

に預けさせる措置も講じてきた。地方の財政部

門でも，財務会計の暫定基準や基金投資管理弁

法を発布して規制している。だが，このような

監督強化措置もあまり功を奏していない。

なぜなら，財政部が発布した各種の政策措置

はある意味では�ゴム印�の押された他部局の

文書としかみなされず，県・市や省，および産

業部門のタテ割り管理を突破するだけの力をも

たないからである。地方と産業部門へのタテ割

り管理（�条条塊塊�）は計画経済期から続いて

いる中国の政治経済体制に構造的に組み込まれ

たものであり，一片の文書や通達で打破される

わけではない。そのうえ，財政部の社会保険監

督機構も成立して間もないため，監督機能を発

揮するための実務経験を欠いていたことも災い

している。

上海市は年金保険基金の管理が他の地域に比

べ制度化されているほうだが，それでもずさん

な基金管理の実態が明らかにされている。２０００

年６月に上海市社会保険事業基金決算管理セン

ターが行った上海を離れた退職者とリストラ人

員に関する調査によると，既に死亡していなが

ら年金を支給されていたものが２０００人を数えた。

また，受給資格を既に失っているのに年金を支

給されていた者は５０００人余りにのぼった。１カ

月の年金が６４０元，生活保護手当が２００元として

計算すると，毎月少なくとも３０３万元が不正に

支給されていたことになる。しかも，これは

�氷山の一角�であるという［尹２００２，８４―８５］。

４． 年金支給の地域格差

年金保険管理の統一化が遅れていることは，

社会保険の進展度と支給額においても地域格差

を助長することになった。また地域格差が存在

するために，退職や転勤などによって住所や勤

務地を変更したばあいには，不利益を被るよう

な事態も起きている。上海市のケースを取り上

げながら，具体的にどのような問題が生じるか

見てみよう。

中国では沿海部の都市から内陸支援のために

人材を派遣する制度を長い間続けてきた。この

制度のもとで内陸部に派遣された人員のうち，

停年退職やリストラによって内陸部の企業を辞
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め，再び上海に戻ってきた人たちがいる。その

数は計７万４０００人にのぼる。それを派遣時の年

代別に分けると，１９５０年代２万人，６０年代３万

８０００人，７０年代１万１０００人，８０年代１６９人，そ

の他４０００人であった。主な派遣地は，貴州１０．２％，

江西９．５％，四川６．３％，甘粛５．９％，安徽５．８％，

江蘇５．４％，陝西４．９％，青海４．６％であった。

年齢構成は６０歳以下４０％，６１～７０歳３４．９％，７１

～８０歳２０．８％，８１歳以上４．６％からなる。

これら内陸支援退職者の月収は，勤務してい

た元の企業の支給する年金と上海市の支給する

５０元の生活保護手当とからなる。７万４０００人を

月収別に分けると，３００元未満７％，３００～４００

元未満２２．３％，４００～５００元未満３０．８％，５００～

６００元未満１９．５％，６００元以上１７．２％，不明３．１％

であった。上海市の退職者の最低生活保障費４１４

元より低い者が３分の１を占め，退職者の最低

年金４６０元より低い者は３分の２に達した。

年金支給が滞っている退職者も１万１０００人に

のぼる。甘粛省天水市の長城電工計器工場は１９９８

年から上海在住の退職者への年金支給をストッ

プしてしまった。上海市から支払いを督促する

チームを送った結果，同工場はようやく生活費

３００元を送ってくるようになった。しかし，こ

の額は本来支払われるべき年金の７０％にしか相

当しなかった。青海省西寧市の第一服装工場

は，２０００年から４６カ月間にわたって上海在住の

退職者への年金支給をストップしたままである

という［尹２００２，１２６―１２７］。

内陸支援退職者は年金ばかりでなく，医療費

保障の面でも不利益を被っている。内陸部の企

業から支払われるべき医療費が滞っている上海

在住の退職者は１万３０００人を数える。上海市黄

浦区に住む退職者は，朝鮮戦争に参加した経歴

をもち，１９６０年代から江西省に派遣され，８０年

代半ばに停年退職して上海に戻った。２０００年７

月に古傷が再発して６万元の医療費を支払った

が，元の企業が補償してくれないため，４万元

の借金をしているという。江西省瑞昌市人民機

械工場を退職して上海に戻った退職者は，江西

省の基本医療保険規定によって，江西省で治療

すれば個人負担は４０％で済むのに，上海で治療

すると６０％を負担しなければならない［尹２００２，

１２８］。

内陸支援退職者の直面しているような困難が

生じる根本的な原因は，沿海部と内陸部との間

に所得や社会保障の面で大きな格差が存在する

ことにある。江西省国防科学技術工業弁公室傘

下の愛民機械工場の支援のために上海から派遣

され，停年退職した１０数名の労働者は２００１年の

うちに９回も集団で上海市政府を訪れて，年金・

医療費の給付額が上海で働き続けた者より格段

に低いことについて抗議したという［尹２００２，１２９

―１３０］。

上海市のばあいには，これらの退職者に対し

て，生活保護手当の増額，医療費補助，内陸の

政府と企業からの取り立て，上海戸籍への転換

による上海市民としての処遇などの措置を講じ

てきた。これは財政的に余裕のある上海だから

できることであって，他の地域には容易にまね

のできることではない。社会保障の格差がもた

らすこのような問題は，上海の内陸支援退職者

のみならず，他省・直轄市にも同様に存在し，

またいずれは西部開発支援派遣者，転勤者，出

稼ぎ労働者にも及んでくるものである。

中国の社会保障制度改革と社会統合
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Ⅲ 雇用保険

中国にはいったいどれだけの失業者がいるの

か。統計局公報で発表される失業人口は都市部

の，しかも登録された失業者の集計でしかない。

都市部には未登録の失業者やレイオフ人口が大

量に存在する。そのほかにも国有企業や政府機

関の潜在的失業者も入れると，都市だけでも膨

大な失業者と失業予備軍がいる。これに加えて，

人口の大半を占める農村の失業人口と潜在的失

業人口を入れるとさらに就業問題は深刻化する。

中国の失業人口の規模について各種の推計があ

るが，都市と農村における顕在的失業人口と潜

在的失業人口の合計は１億８０００万～２億６０００万

人で，実質失業率はだいたい３０％前後に達する

という説が有力である（注６）。

このような膨大な失業人口と高い失業率を考

慮に入れるならば，中国で雇用保険制度を樹立

することの重要性が認識されるとともに，それ

を維持・発展させていくことが如何に困難な事

業であるかも察せられる。以下では，中国の雇

用保険制度の成立から発展過程を概観したうえ

で，その直面する問題点について検討する。

１． 雇用保険制度の概要

中国の雇用保険制度の発展段階は，次の３つ

の時期に分けられる［上海財経大学公共政策研究

中心２００２，３０２；張紀潯２００１，３０５―３１９］。

第１期（１９８６～９２年）は創設期である。社会

主義の計画経済期には建前上，�失業�は存在

しないとされていたため，中国が雇用保険の創

設に動くには，改革・開放政策に転じてからな

お数年を要さざるを得なかった。１９８６年に国務

院�国営企業従業員待業保険暫定規定�が発布

された。翌年には国営企業従業員の解雇規定も

出された。その後，各地で雇用保険管理機構が

成立し，スタッフの養成も始まった。

１９８６年の�待業保険規定�によると，雇用保

険の管理・運営は省レベルでの統一をめざす。

保険基金の財源として，�１賃金総額の１％の保

険料（企業納付），�２銀行利子，�３地方財政か

らの補助，の３項目を指定した。失業手当の支

給基準は失業前の２年間の本人の標準賃金額の

６０～７０％，支給期間は勤続年数５年以上で最長

２４カ月，５年未満で最長１２カ月とされた。企業

破産や解雇による失業者に対象が限定されてい

た。失業者と雇用保険基金の管理は，当地の労

働部系統の服務公司が担当することになった。

第２期（１９９３～９８年）は発展期である。１９９３

年に発布された国務院�国有企業従業員待業保

険規定�によって本格的な実施に入った。新規

定は１９８６年の暫定規定の基本的方向を引き継ぐ

とともに，新たに拡充・改善した面と後退した

面とをもっている。改善点として，�１雇用保険

の対象となる層を広げて，生産停止，業務整理，

廃業解散を命じられた企業の従業員や地方政府

の認定した雇用保険受給資格者を加えたこと，

�２企業から徴収する保険料率を�１％�から

�０．６％以上�に変更して，基準を緩和したこと，

�３失業手当の支給基準を賃金総額の一定割合か

ら当該地の民政部の支給する社会救済金の１２０

～１５０％という基準に変更して，より生活保障

的性格を強めたこと，�４雇用保険で退職金を支

払うとしていた１９８６年暫定規定の条項を削除し

たこと，�５罰則規定を設けたこと，などが挙げ

られる。

これに対して，１９９３年新規定のほうが１９８６年

暫定規定より後退したと思われる点は，雇用保
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険を統一管理する範囲の縮小である。１９８６年暫

定規定では省レベルで統一管理・運営する目標

を立てていたが，新規定では市・県レベルにま

で落とされた。

第３期（１９９９年～現在）は拡充・整備期に当

たる。１９９９年に国務院�待業保険条例�が発布

された。基本的な原則は１９９３年新規定を踏襲し

ているが，より実践的に詳しく規定したところ

もある。�待業保険条例�にみられる主な変更

は，�１雇用保険料率を全体で３％に引き上げ，

従業員個人も賃金の１％を納めることを義務づ

けたこと，�２保険金の給付基準を細分化して，

保険料納付の累計年数１～４年で最長１２カ月支

給，５～９年で最長１８カ月支給，１０年以上で最

長２４カ月支給としたこと，の２点である。

２． 雇用保険の直面する課題

中国の雇用保険制度は他の社会保険の項目と

比べると，成立してからの年数は長くない。し

たがって，制度的に未整備であるのはしかたな

いことかもしれないが，中国における就業問題

の深刻さを考えると，あまり悠長なこともいっ

ていられない。現行の雇用保険がかかえている

問題には次のような点がある［上海財経大学公

共政策研究中心２００２，３０４―３０６］。

第１に，雇用保険の対象としてカバーしてい

る従業員の範囲がせまい。１９９７年についてみる

と，主として国有企業と政府機関・事業単位の

従業員１億７６６万人（注７）と外資系企業従業員

（５８１万人）の一部を対象としているだけで，こ

れは全国の就業人口６億９６００万人の１５～１６％を

カバーしているにすぎない。また失業手当を支

給された人数は１９９８年１５８万人，９９年１０１万人，

２０００年１３７万人で，だいたい再就業サービス・

センターに登録した失業者のうちの４分の１か

ら５分の１でしかない［陳２００１，１４３］。しかも，

登録失業者は実際の失業人口の一部にすぎない。

安徽省黄山市における１９９８年のレイオフ１万５８８０

人のうち，再就業サービス・センターに登録し

たのは１７９２人であった。２０００年に瀋陽市の市属

国有企業におけるレイオフ１９万人のうち，再就

業サービス・センターへの登録は１万９０００人で

あり，西寧市では同じく３万２０００人のうち１万

７０００人であった［康・王２００２，１８３］。

第２に，実際に支給されている失業手当の額

が低い。１カ月平均の支給額は４８．８元で都市の

最低生活保障額にも達していない。１９９７年の１６５

大中都市で実施されている最低生活保障の額は，

１５都市で２００元以上，２９都市で１５０～１９９元，１０９

都市で１００～１４９元，１２都市で１００元未満であっ

たから，それに比べて失業手当の額は低すぎる。

１９９９年７月から失業手当基準は３０％引き上げら

れたが，それでももともとの額が低すぎた分，

まだ十分とはいえない（注８）。

第３に，財政基盤が弱い。１９９８年の雇用保険

基金の収入６８億４０００万元は支出５１億９０００万元を

上まわった。また，全国で総計すると，失業保

険基金の繰越残高は１９９９年１５９億９０００万元，２０００

年１７６億１０００万元であった。しかし，北京，重

慶，内モンゴルのようにすでに支出が収入を

超えている地方も出ている［康・王２００２，１８７―

１９０］。しかも，未払い人口の増加を考慮に入れ

ると，基金財政は危機的な状況にある。失業・

レイオフ人口が２０００万人として年間支出の見積

りは９１６億元，３０００万人では１３７４億元となる。

１９９９年の�条例�から個人積立方式が導入され

はしたものの，主たる財源は企業からの徴収と

財政補助であり，他の社会保険と同様にこれ以

上負担増を求めるのはむずかしい。
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第４に，前述したように，雇用保険の統一管

理のレベルが省から市・県に格下げされたこと

によって，市や県の間の格差を調整するのがよ

り困難になった。また財源の規模が小さくなっ

ている分だけ，保険基金運営のリスクが大きく

なっている。

第５に，各官庁のタテ割りの弊害が残ってい

る。労働・社会保障部は雇用保険の主管官庁だ

が，民政，財政，工商，税務，銀行，統計，会

計監査，各企業・政府機関・事業体との調整で

難航することが多い。たとえば，保険料の徴収

は銀行が代理徴収することになっているが，実

際には労働・社会保障部が徴収に回らねば保険

料は集まらない。

Ⅳ 医療保障

中国の医療保障制度は多様な方式からなり，

計画経済期に主要な地位を占めていた公費医療

や労働保険医療と，改革・開放期に推進されて

いる医療保険とが併存している。また都市と農

村でも中心的な方式は異なっており，公費医療，

労働保険医療，医療保険が主となる都市部に対

し，農村部では合作医療が占めるウェイトが比

較的大きい。表４は中国の医療保障制度の人口

構成比を示したものである。自費医療の人口は

全国で７６％と圧倒的な比重を占めており，医療

保障制度の整備が遅れていることがわかる。と

くに農村の自費医療の比率が高い。一類地区

（沿海部の上海，江蘇，広東，浙江，山東などの農

村地域）は自費医療の比率が７２％とまだましな

ほうで，中西部の農村地域に属する二類～四類

地区では自費医療がほとんどである（二類地区

９３％，三類地区９５％，四類地区８１％）。

１． 都市の医療保険制度

都市における医療保険の中心は公費医療と医

療保険（労働保険医療含む）である。このうち，

医療保険は，都市部で将来的に中心となる医療

保障の方式として位置づけられている。都市の

医療保険の加入者はこの数年間で急速に伸びて

いる。１９９８年に４０余りの都市で５００万人余りで

あったものが，２００１年には全国３４９の地区レベ

ル以上の医療保険統一管理区のうち，８８％の３０７

地区で５０２６万人が加入している（表５）。しか

し，この加入者数は公費医療の適用される政府

機関・事業体の職員を除いた都市就業人口２億

３４０万人の２４．７％でしかなく，まだ加入率は低

い。

表４ 医療保障制度の人口構成（１９９８年）
（％）

制 度 全国の構成比 都市部だけの構成比 農村部だけの構成比

公費医療 ４．９５ １６．０１ １．１６
労働保険医療 ６．２２ ２２．９１ ０．５１
半労働保険医療 １．６２ ５．７８ ０．２０
医療保険 １．８８ ３．２７ １．４１
企業共済医療 ０．３９ １．４２ ０．０５
合作医療 ５．５４ ２．７４ ６．５０
自費医療 ７６．４０ ４４．１３ ８７．４４
その他形式 ２．９８ ３．７３ ２．７３

（出所） 鄭ほか（２００２，２５１―２５２）．
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（徴収段階）� （積立段階）� （給付段階）�

個人負担：�
�
本人賃金の2％�

企業負担：�
�
賃金総額の6％�

社会統一基金�
�

4.2％�

個人口座�
�

3.8％�

当地の平均賃金�
�

の10％未満�

当地の平均賃金の�
�

10～400％�

4.2％�

1.8％�

2％�

4.2％�

未定�

未定�

医療保険の財源は企業と従業員個人が納める

保険料である。企業の負担分は賃金総額の６％

前後で，そのうち７割は社会統一基金に，３割

は個人口座に振り分けられる。従業員個人の負

担分は一般に本人の賃金の２％で，すべて個人

口座に入る。統一基金と個人口座とは別勘定で

管理されることになっている。医療費保障の基

準額は，最低が当地の年平均賃金の１０％で，最

高が年平均賃金の４倍前後に設定されている。

この範囲内の額は主として統一基金から支払わ

れるが，個人も相応の比率を負担させられる。

最低基準額以下の医療費は個人口座から支払う

か，個人負担をしなければならない。以上に述

べた医療保険の徴収，積立，給付を図示すると，

図３のようになる。

１９９３年から始まった統一基金口座と個人口座

との二本立て方式は，当初から管理方法や支払

い基準などの点で不統一があった。両江（鎮江・

九江）方式では統一基金口座と個人口座とを一

緒にして社会保険機構が管理しているので流用

が生じやすかった。海南・深�方式では統一基

金と個人口座とを別々に管理して，支払い範囲，

管理機構，計算方式を区別していた。青島・煙

台方式は企業が個人口座と統一基金とを管理し

ていて，共済の範囲は企業内にとどまっていた。

これらの諸方式を両口座の別勘定建てに一本

化したのが１９９８年改正案である。この改正案は，

図３に整理したような統一基金口座と個人口座

表５ 医療保険制度の運営状況
（単位：万人，億元）

カバー地域 参加者 基金収入 基金支出 繰越残高

１９９８ ４０余都市 ５０９．３ １９．５ １５．６ ９．８

２０００ ２８４統一管理地区・市（地区クラス以上） ４，３３２ １７０ １２４ ８９

２００１
３０７統一管理地区・市（地区クラス以上）
１０５５単独統一管理市・県

５，０２６ … … …

（出所） 上海財経大学公共政策研究中心（２００２，３５２）．
労動和社会保障部（２００１，５２２）．

図３ 医療保険の流れ

（出所） 陳（２００１，１４―１５）．
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との割合と使用法について原則を決めた。これ

によって，両口座の勘定は別建てにすること，

統一基金からの医療費給付額の最低基準と最高

基準の額などが示された。しかし，原則的な基

準の一本化はされたものの，具体的な実施方法

は依然として地方によって異なっていた。主に

次の３つの実施方法が試行されてきた。

�１ 高額医療費は統一基金から支払い，小額

医療費は個人口座から支払う。

�２ 入院医療費は統一基金から支払い，問診

医療費は個人口座から支払う。

�３ 病気の種類に応じて，統一基金と個人基

金との支払い範囲を分ける。

１９９８年改正案は前掲の３つの医療費給付の方

式のうち，どの方式を採用するべきかを指示し

ていない。また，統一基金から支払われる医療

費給付額とセットになるべき個人口座負担分の

比率についても明記していない。しかも，これ

ら２点についての決定権を地方政府に委ねた。

そのため，各地方は統一基金口座と個人口座か

ら支払う基準と範囲をどうするか対応がばらば

らで，管理上の混乱をきたした［陳２００１，２４］。

外来か入院かによって，個人口座支払いか統

一基金支払いかを分けた地方もあり，医療費の

額の大きさで分けた地方もある。しかし，外来

か入院かで分けると，入院すれば統一基金から

支払われるため，不必要な入院が多くなる。ま

た，医療費の額が大きいほど統一口座から支払

われるとなると，医療費の高額化を招きやすい。

一人の病人がもらった薬を家族全員で飲む；病

気でないのに診断を受ける；病院側は軽いけが

や病気を大けが，重病として治療したがる；あ

るいは必要以上の処方をしたり，薬漬けや検査

漬けにしたり，紹介料を取ったりするなど，日

本でもよく見られる現象が中国の医療保険体制

のもとでも起こっている［施２００２，１１９―１２０］。

医薬品販売は卸売企業１万６０００社，小売企業

１２万社を数えるが，売上げが２０００万元を超える

企業は４００社でしかない。１９９９年の平均利潤率

は１％未満で，１５の省の医薬品販売企業が赤字

であった。薬品価格の構成は一般に生産コスト

３０％，医院・薬局の取り分３０％で，残り４０％が

販売業界に入る分であるといわれる。医薬品の

価格が生産コストとかけ離れて高く設定される

最大の要因は，地方主義にあるというのが�医

薬品業界の常識�とまでいわれる。各地方政府

が地元の医薬品販売企業を保護するからである。

�（医薬品の）価格が高ければ，企業の生産額，

利潤も高くなり，地方財政収入も潤う。そうな

れば先方にもよいし，当方にもよく，みんなが

幸せになれる�あるいは�もしコストや定価を

ごまかさなければ，臨床費・接待費，リベート

代はいったいどこから来るというのか�などと

うそぶく者もいる［上海財経大学公共政策研究中

心２００２，３９７―４０３］。

２． 農村医療保障

�１ 合作医療制度の盛衰

建国以来，農村における医療保障の中心的な

形態となったのは，�合作医療�（協同医療）で

ある。これは，村や郷の範囲内で農民が拠出し

た資金で相互に医療費を扶助しあう方式である。

合作医療が全国的に普及したのは，１９６６年に

毛沢東が湖北省長陽県楽園公社の合作医療の経

験を高く評価したからである。当時，文化大革

命の影響下にあり，農村合作医療を実施するか

どうかは毛沢東路線を遂行するかどうかに関わ

る重要な問題として認識されていた。この後，

合作医療は農村に急速に広まり，１９８０年には全
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国農村の約９０％の行政村（生産大隊）で合作医

療が成立するまでになった。農村医療の鼎とし

て，合作医療（制度），保健所（機構），�はだし

の医者�（人員）が喧伝されたのも１９７０年代で

ある。

ところが，１９８０年をピークとして，農村合作

医療は急速に減退していった。１９８５年には全国

の行政村のうち，わずか５％の村で実行するだ

けになった。１９８９年に行われた上海市，長治市，

合肥市，煙台市の調査によると，上海を除いて

その他の地域では，農村合作医療は壊滅状態に

あった。

改革・開放後，中国政府は農村合作医療の衰

退を必ずしも手をこまぬいて見ていたわけでは

なかった。しかし，農村合作医療を再建するこ

との必要性を指摘する中共中央や国務院の通達

は出されているものの，政府の強い指導力が発

揮されることはなかった。

１９９４年に国務院研究室，衛生部，農業部，

WHOの協力下に７省１４県（市）で行われた農

村合作医療制度の改革実験と調査が合作医療政

策のひとつの転機となった。その結果，１９９７年

には行政村の２３．６％，農村人口の２２．２％で実施

されるところまで広がった。しかし，その後は

伸び悩み状態にある。１９９８年の推計では，普及

率は大体，行政村の２０％ぐらいだといわれる

［鄭ほか２００２，２５１］。普及率が最も高い上海でも，

村民の加入率は１９９７年の７０％から９９年には６４％

に下降している。江蘇省太倉市では１９９５年に農

民全員が加入していたが，９９年には４分の１に

まで低下してしまった。中西部地域の普及率は

さらに低く，若干の実験モデル地区を除いて，

合作医療を実施している地区は３％以下にすぎ

ない。そのため，前掲の表４でも示したように，

医療保障を受けられないで自己負担せざるを得

ない農民は圧倒的な割合を占めている［陳２００１，

２７９―２８４］。

�２ 合作医療の衰退の要因

農村の主たる医療保障形態であった合作医療

が衰退していったのはなぜか。その理由につい

てはさまざまな見方がある。ひとつの要因によ

るというよりも，幾つかの要因が複合的に作用

した結果とみたほうが妥当であろう［陳２００１，

２８６―２８８］。

第１の要因は，合作医療政策の変化にある。

文化大革命の影響の強かった時期には，合作医

療の推進は毛沢東という国家の最高意思決定者

の指示に沿った政策とみなされていた。ところ

が，改革・開放後は，国はあまり積極的には関

与しなくなり，合作医療は国家レベルの政策か

ら格下げになり，地方レベルの自主決定にまか

せられた。

第２に，農村政策相互の間で方針の整合性を

欠いていた。一方で農業部などが�農民負担を

軽減する条例�を発布して，合作医療への拠出

金を�農民への賦課金�であると認定した。他

方で，その条例のために衛生部系統の推進する

合作医療は資金集めをしにくくなり，財政難に

陥った。

第３に，農村の家族経営制の導入によって集

団経済組織の力が減退し，合作医療の資金基盤

も弱くなった。そのため，基金の主たる財源を

個々の農民から集めざるを得なくなった。一部

の合作医療が成功している地域を除いて，合作

医療に加入したがる農民はあまり多くない。１９９７

年に衛生部が２９６０戸の農民に行った調査による

と，３分の１の８９７戸が加入を望まなかった。

陝西省旬邑県原底郷の３０１戸のうち５６％の農家
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が参加したがらなかったという。それに対し，

上海市嘉定区のような豊かな農村では，アンケ

ート調査をした１０９３人のうち，９５％の農民が加

入を希望し，５８％が合作医療に満足していたが，

これは全国的にみればむしろ例外的なケースで

ある。

第４に，合作医療制度自身にも問題があった。

まず，ほとんどの農民は医療費が高額になると

給付を受けられなかった。医療保障制度の本来

のありがたさが痛感されるはずの高額医療の分

野の保障から農民は排除されていたのである。

次に，農民が合作医療の組織や，その管理者を

信用していなかったことも影響している。とい

うのも，人民公社時代に公社や生産隊の幹部お

よびその家族は一般の人々に比べ，よりよい薬

をより多くもらいながら，薬代を支払わないと

いうようなことが往々にしてあった。�大衆が

カネを払って，幹部が薬を飲む�とか，�大衆

は薬草をもらい，幹部は良薬をもらう�とか，

農民は厳しい目で合作医療を見ていた。このよ

うな事態は人民公社時代に，信用合作社から借

金をして返さない幹部が多かったという事実と

も符合している［石原１９９４，１２―１３］。

第５に，多くの農村では社会状況の変化に応

じて合作医療制度を改革していこうとする姿勢

をもっていなかった。上海や蘇州など，合作医

療が発展している地域では，村営→郷営→県営

へと合作医療の統一管理の範囲を広げてきた。

そのため，給付額も大きくなり，最高１万２０００

元までの医療費を給付する地方も出てきてい

る（注９）。だが，その他の大部分の地域では低額

給付に限るという合作医療の従来からの枠組み

を突破することができなかった。

以上のような合作医療の衰退によって，それ

に代わるべき医療保険制度が設立されないまま，

大多数の農民は医療費全額を自己負担せざるを

得ない状況に追い込まれている。中国では一般

に公費医療による医療費は自費医療の２倍以上

になり［陳２００１，２９４］，合作医療の医療費も自

費医療より１０％がた高くなるといわれる。表面

的には自費医療の割合の増加は医療費の節約に

つながっているようにもみえる。しかし，実際

には農村の合作医療の崩壊は，病気治療，予防，

公衆衛生の維持に寄与していた農村基層医療サ

ービスのネットワークの解体という高い代償を

支払っているのである。

１９９３年の全国調査によると，入院を要するほ

どの重病でありながら入院していない者の割合

は，都市部の２６．６％に対し，農村部では４０．６％

にのぼった。１９８５年の調査では，農村の未入院

者の比率は２３．７％であったのだから，１７ポイン

トも悪化している。しかも，未入院の理由とし

て�経済的な困難�を挙げた人の比率も１９８５年

の５５．９％から６０．６％に増えている。全体的な経

済発展のレベルが上がっても，そこから取り残

される層はかえって拡大している［鄭ほか２００２，

２６４］。

農民の医療保障制度への組み入れという点で

は，改革・開放期のほうが計画経済期より加入

率が低いという事実は，改革・開放期の社会保

障制度の改革が市場経済化のスピードについて

いっていないことのひとつの証左である。

Ⅴ 社会救済

１． 最低生活保障制度

�１ 発展段階

日本の公的扶助（生活保護）に相当する社会
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救済制度の改革に中国が着手したのは１９９０年代

に入ってからである。現在までの進展状況は，

次の４つの段階に分けられる［唐２００２，１５０―１５５］。

第１期（１９９３年６月～９５年５月）は試行段階

である。上海市で都市住民最低生活保障制度が

樹立されたのが始まりである。１９９４年の全国民

政会議で東部沿岸地区で実験することになり，

翌年の上半期までに上海，アモイ，青島，大連，

福州，広州などの都市で試行された。

第２期（１９９５年５月～９７年８月）から推進段

階に入った。１９９７年５月には全国の総市数の３

分の１に当たる２０６都市で最低生活保障制度が

樹立された。

第３期（１９９７年８月～９９年末）は普及段階で

ある。１９９７年８月に国務院�各地に都市住民最

低生活保障制度を樹立することに関する通知�

が発布されたのを経て，全国的にほとんどの都

市で成立した。１９９８年末には直轄市４（普及率

１００％），地区級市２０４（９０％），県級市３７３（８５％），

県１１２１（９０％）にこの制度が導入された。さら

に１９９９年には国務院�都市住民最低生活保障条

例�が発布された。また，各地の最低基準も３０％

引き上げられ，その増加支出分の８０％以上は中

央財政から補助されることになった。表６は，

民政部救災救済司の資料による１９９７年３月段階

における各都市の最低生活保障制度の基準額で

ある。地域によってかなりの差があり，とくに

地区クラス・県クラスの市が独自に決めている

ことがわかる。

第４期（１９９９年１０月～現在）は充実整備段階

である。１９９９年１０月から前掲の�都市住民最低

生活保障条例�が実施に移された。労働・社会

保障部のスケジュールでは２０００年からの５年間

に，レイオフ者に対して行っている基本的生活

保障を，雇用保険による保障へと徐々に移行し

ていくことになった。そのスケジュールによる

と，２００１～０３年の期間に企業の再就業サービス・

センターが閉鎖され，リストラは即失業扱いと

なる。また，すでに再就業サービス・センター

に入っているレイオフ者は３年内に退出しなけ

ればならなくなった。失業者は失業手当を受け

取っている２年の間に再就職できないときに初

めて最低生活保障制度の対象になる。これらの

措置を経て，最低生活保障の対象となる層は，

２０００年３月には３０１万人，同年９月には３２３万

７０００人に達した。その多くが経営不振企業の従

表６ 各都市の最低生活保障基準額（１９９７年３月段階）

９９元以下 １００～１４９元 １５０～１９９元 ２００元以上

直轄市 １（重慶） ２（上海，北京）

省政府所在地 ２
（瀋陽，南昌）

１３
（石家荘，フフホト，長春，ハル
ピン，南京，合肥，済南，鄭州，
長沙，昆明，南寧，蘭州，西寧）

４
（杭州，福州，
武漢，海口）

１
（広州）

市（地区クラス） ３ ５７ １９ ５

市（県クラス） ７ ３８ ５ ６

合 計 １２ １０９ ３０ １２

（出所） 民政部救災救済司資料（鄭ほか（２００２，２２１））。
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業員，失業者，退職者であった。たとえば２０００

年３月の最低生活保障受給者のうち，７８％が企

業従業員，失業者，退職者であった。

２． 各地の方式と問題点

前述したように，最低生活保障制度は全国の

都市に普及していったものの，その実際の管理・

運用のしかたは地方によってさまざまである。

大きく分けると，次の３つの方式からなる［唐

２００２，１５６―１５８］。

第１は上海方式で，１９９３年６月に始まった。

�自分の家の子は自分の家で面倒をみる�とい

う原則のもとに，企業に勤める従業員とその家

族はその企業に資金負担をさせるのを基本とし

ている。企業に勤めていない市民，および勤務

先はあってもその企業や主管官庁に資金負担す

る力がないばあいに限って，民政部が最低生活

保障をする。基準保障額は物価にリンクさせて

おり，月額で１９９３年の１２０元から９９年には２８０元

に増えている。この方式は，１９９７年３月には最

低生活保障を実施している１６５都市のうち７８都

市で採用されている。しかし，上海方式は企業

が不景気だから従業員が生活困難に陥っている

のに，その経営の悪化している企業自身に資金

負担をさせようとするもので，根本的な矛盾を

はらんでいた。そこで，１９９９年１０月から民政部

による保障に一本化することになった。その結

果，最低生活保障の対象者は７万～１０万人に達

し，社会救済金の支出も２億５０００万元にまで増

えた。

上海方式にはもうひとつの特徴がある。それ

は，基層社区（地域コミュニティ）に社会救済

事務所を設け，社会救済ネットワークを形成し

ていることである。各街道（都市の末端行政機

構，住民２万～８万人）に３～５人からなる事

務所が設置され，その下の各居民委員会では１

～２人の生活保護委員が活動している。

第２は武漢方式で，１９９６年３月から試行され

た。保障の範囲は非農業戸籍の都市住民で，中

央企業や省属企業の従業員とその家族も含まれ

る。資金はすべて政府が負担し，武漢市総人口

の１．２％に相当する市民を救済の対象に想定し，

１０００万元を計上していたが，実際に救済を受け

た者は１９９６年０．０５％，９８年０．１５％でしかなく，

この基金会計は大きな黒字を計上している。武

漢市のばあい，基準保障額は実行可能な定額か

ら始め，１９９６年１２０元→９８年１５０元→９９年１９５元

へと徐々に増やしていった。武漢方式は民政部

がこれまで推奨してきた方式で，１６５都市のう

ち大連など８７都市で採用されている。

第３は重慶方式で，１９９６年７月から実施され

た。その特色は武漢方式よりさらに範囲を広げ，

非農業戸籍であるかどうかを問わず，重慶市民

全員をカバーしているところにある。収入１３０

元以下の家庭を全数調査し，救済対象を１０万人

余りに拡大し，合計１億２０００万元を支給した。

企業を通じて行っていた財政からの生活保護手

当の支給を取り止め，社区を通じての支給に切

り替えた。１９９９年１０月には６万９６４８世帯の１３万

６６９９人，年間支給額は１億３０００万元に達した。

市と区の民政部系統の部局には都市最低生活保

障管理処（科）が設置された。さらに，１０００名

の若くて，能力と学歴の比較的高いレイオフ人

員を雇い入れ，居民委員会における生活保障業

務に就かせている。重慶市も保障額は低額のと

ころから始め，１９９６年１２０元→９８年１３０元→９９年

１６３元と次第に引き上げていった。

以上の３方式のうち，上海方式の実践経験が

最も長いが，この方式は企業従業員に対する生
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活保障は企業負担を当てにしている点で限界が

ある。武漢方式は，非農業戸籍の都市住民すべ

てを民政部に一本化して保障した点で上海方式

より進んでいる。最後の重慶方式は普及率は低

いけれども，重慶市民全員を保障の範囲に入れ，

実際の収入額を調べて生活保護手当を支給する

かどうかを決めているところに大きな前進があ

り，社会保障の本来の目的に沿っているといえ

る。

このように最低生活保障制度は各都市によっ

て実施方法と保障基準が異なっており，各レベ

ルの財政分担のしかたもまちまちである。従来

は，都市住民を救済するための財政負担は都市

の区または県クラスの市が行っていた。それに

対して，新たに最低生活保障制度が成立した都

市では，ほとんどのところで市と区（または県

級市）との２つのレベルの財政が費用を分担す

るようになった。市と区の分担比は大連７：３，

青島３：７，武漢と重慶５：５のように地方に

よって大きな違いがある。区レベルでも財政力

には大きな差があり，上海のなかでも市中心部

の黄浦区は余裕があるが，南市区の財政事情は

苦しい。財政負担の問題もあって，最低生活保

障制度の実際の適用は十分にはなされていない。

１９９８年に全国２１の中小都市で行った調査による

と，�三無者�（扶養者，住居，職業のない者）に

支給された生活費は月１３８元で，平均生活費３１２

元に及ばないのはいうまでもないが，最低生活

保障線にも達していない［馮・韓２００２，１３５］。

最低生活保障制度の実施状況は都市でも十分

とはいえないが，さらに都市と農村とで大きな

差がある。２００１年についてみると，生活保障を

受けている人口は都市では１１７０万７０００人で，救

済すべき人口の７０．７％になるが，農村では３０４

万６０００人で救済すべき人口の２５．５％でしかない

［民政部財務和機関事務司２００２，８７―８８］。農村で

はまだ最低生活保障さえ受けられない農民が大

量にいることがわかる。

貧困人口支援の活動をしているのは政府部門

ばかりではない。改革・開放以降は，NGOも

重要な任務を担っている。代表的な組織を挙げ

ると，中国国際民間組織合作促進会（１９８５年成

立）は１９９９年までに国外の５６団体から２億４０００

万元の供与を受け，２５１プロジェクトを興して

きた。中国扶貧基金会（１９８９年成立）は６億元

で２００プロジェクトを実施し，５０万人を援助し

てきた。中国青少年発展基金会は１９８９年から

�希望工程�に着手し，２０００年までに１９億４０００

万元の寄付を集め，希望小学校８３３５カ所を建

て，２２９万名の児童に学資を補助している。そ

の他にも，紅十字会，宋慶齢基金会，慈善総会

などがある［何２００１，４；雷１９９９，１１８―１１９］。

国内，国外の組織や個人と広範に連係して巨

大な資金と人員を動員するこれらの NGOは，

中国の社会保障行政におけるタテ割り管理の弊

害を緩和することによって，社会統合の推進に

部分的に寄与できるかもしれない。

Ⅵ 改革・開放後の社会保障制度

改革の意義と限界

中国の計画経済期の社会保障は，年金や雇用

のみならず，医療や福祉の分野に至るまで，実

際には主として都市住民，とくに国有企業と政

府機関・事業体の職員・労働者とその家族を対

象としたものであった。たとえば民政部による

社会福祉がカバーしている人口は制度の建前と

しては数千万人にも及ぶが（総人口の約５％が
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障害者で，総人口の０．５％が身寄りのない老人・孤

児である），実際に保障の対象となっているの

は，都市部の人たちのみで，総人口の１％未満

で，１０００万人にも達しない［鄭ほか２００２，３３１］。

中国の従来の福祉制度は政府機関や国有企業に

おける雇用関係と密接に結びついたものであり，

先進諸国のように社会全体に開かれたものでは

なかった。この制度のもとで，恵まれた福利厚

生を享受できるのは都市の特定の身分をもって

いる階層だけであり，他の階層の人々にとって

は社会保障制度は排他的で特権的なものであっ

た。

改革・開放後の社会保障制度の改革は市場化

を通じて，計画経済期の閉ざされたシステムを

広く社会に開かれたものに転換していこうとす

る方向を志向している。旧システムのもとでは

都市の職員・労働者とその家族でなければ福祉

施設を利用できなかったが，改革・開放後は市

場化と独立採算制の導入によって，原則として

カネさえ払えば誰でも利用できるようになった。

たとえば，民政部系統の運営する社会福祉院

（老人ホーム）は計画経済期にはベッド利用率が

７０％前後でしかなく，実際の需要に応えておら

ずせっかくの施設と人員を遊ばせていた［鄭ほ

か２００２，３５０―３５１］。ところが，改革・開放後は

自費負担の老人を受け入れることが可能になり，

それによって従来の排他的運営が打破され，官

営福祉施設利用の社会化が進んだ。表７からも，

民政部系統の社会福祉施設への自費入居者の比

率が改革・開放後に増えていることがわかる。

以上にみたように，市場経済化は社会主義の

計画経済のもとで形成された排他的・特権的な

システムを打破して，広く社会に開かれたもの

に変えていく役割を担っている。他方で，市場

経済化にはもうひとつの側面がある。すなわち，

市場経済のもとではカネを払う能力のある者に

は門戸は開かれるが，カネを払えない者には閉

ざされるというメカニズムが働く。十分な医療

や福祉のサービスを享受できるかどうかは，計

画経済期にはある種の身分的な関係で決まって

いたが，改革・開放期には収入の額によって決

まる傾向がある。

図４は中国における市場化の進展を価格の自

由化という指標で表し，それと社会保障制度の

各分野の進展状況とを対比したものである。こ

の図に示した社会保障のカバーする範囲はあく

まで量的な比較であって，給付の額がどれだけ

か，規定どおりに支給されているか，あるいは

制度や機構がきちんと運営されているかなどの

質的な充足度を含んではいない。しかし，この

図から少なくとも市場化の進展に並行して，社

会保障制度のカバーする範囲が拡大してきてい

るとは言い難いことがわかる。

さらに，図５は年金保険の加入者の比率を都

表７ 民政部系統の社会福祉施設への自費入所者の比率
（％）

１９７９年 １９８６年 １９９１年 １９９４年 ２００１年

社会福祉院 ５．１ ９．１ ３５．２ ２３．１ ２８．１
児童福祉院 ３．１ １４．６ ２７．５ ７．９ ３．６
精神病院 ３７．２ ５１．８ ５８．６ ５１．９ ４７．５

（出所）１９７９～９４年：Wong（１９９８，７８）．
２００１年：民政部財務和機関事務司（２００２，１８８―１９７）．
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雇用保険加入率（都市）�

合作医療加入率（農村）�

45.1（2001）2）�

市と農村の就業形態によって分類したものであ

る。ここでも，年金保険の主たる加入者は都市

の政府機関や企業の正規の職員・労働者が中心

であって，個人経営や農民それに出稼ぎ労働者

にはなかなか及んでいっていない（注１０）。外資系

企業の場合には企業間格差が大きい（注１１）。市場

化は社会保障を広く開かれたものにする可能性

をもたらしたが，それを実現するには市場のメ

カニズムに委ねるだけではできないのである。

中国は障害者を単なる弱者救済の対象とみな

すのではなく，早い時期から自立支援，就業支

援の方針を採ってきた。しかし他方で，中国の

図４ 中国の市場経済化の進展と社会保障の適用人口比率

（出所）�中国統計年鑑�，�中国民政統計年鑑�，�中国労動和社会保障年鑑�の各年版などから筆者作成。
（注） １） 計画経済期における都市の社会保険と最低生活保障は国有企業従業員の就業者数に占める割合で代替

した。農村の最低生活保障も質とレベルは問わないとして，合作医療と同じく９０とした。
２） 都市の年金保険加入率は図５で計算すると，４９．１％（２０００年）となる。
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社
の
従
業

員

私
営
企
業

の
従
業
員

集
団
所
有

制
企
業
の

従
業
員

外
資
系
企

業
の
従
業

員

個
人
経
営

そ
の
他

郷
鎮
企
業

の
従
業
員

私
営
企
業

の
従
業
員

個
人
経
営

農
民
そ
の

他

８１
０２
万
人

１３
４１
万
人

１２
６８
万
人
１４
９９
万
人
６４
２
万
人

２１
３６
万
人
８１
６３
万
人

１
億
２８
２０
万
人
１１
３９
万
人
２９
３４
万
人

３
億
２０
４１
万
人

７
億
１１
５０
万
人

都
市

２
億
３１
５１
万
人

農
村

４
億
８９
３４
万
人

労
働

力
人

口
７
億
３９
９２
万
人

（
出
所
）
�１

景
（
２０
０１
，２
５
），
お
よ
び
労
動
和
社
会
保
障
部
社
会
保
険
研
究
所
／
博
士
基
金
管
理
有
限
公
司
（
２０
０２
，３
），
な
ど
を
参
考
に
し
て
筆
者
作
成
。

�２
数
値
は
労
動
和
社
会
保
障
部
（
２０
０１
，７
０１

―７
１５
），
お
よ
び
中
華
人
民
共
和
国
国
家
統
計
局
（
２０
０１
，１
２０

―１
２１
）
よ
り
。
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社会福祉の理念には生産力主義のパラダイムを

脱していないところがみられる。中国の障害者

の数は６０００万人にのぼる。絶対数からいえば世

界で最も多い。交通事故の発生件数も１９８０年の

１１万７０００件から，９８年には３４万６０００件に増えて

いる。１年に７万８０００人が亡くなり，２２万人が

負傷している。障害者の数は今後も増加傾向に

あるといってよい。１９９８年末に甘粛省全人代常

務委が�痴呆愚人の出産禁止に関する規定�を

採択したところ，３カ月以内に陝西，青海，寧

夏，吉林，河南，河北，遼寧などの省や自治区

から立法の精神に賛同する旨の書状が届いたと

いう［張興傑１９９８，５７―５８］。発展途上国の所得

水準に鑑みて生産力と効率を追求する当局の思

惑はわからぬではないが，生産力主義の追求は

�生命に良・不良がある�という観点に立つこ

とにつながりかねない。このような優生思想的

な意識は決して安穏でゆたかな社会をもたらし

はしない。長い目でみれば，障害者の自立を育

んでともに生きる社会であってこそ，皆が安心

して暮らせるのであり，社会統合の意義もそこ

にある［京極２００２，１６９］。

お わ り に

中国の改革・開放期における社会保障制度改

革は社会保険化と市場化を推進することによっ

て，都市の国有企業や政府機関，事業体の職員，

労働者を中心にした閉鎖的・特権的な保障体制

を打破して，より広い範囲で社会統合を実現す

ることをめざしていた。しかし，タテ割り行政

の根強さや都市・農村の二重構造が存在するた

めにあまり成功したとは言い難い。今のところ

市場化は，従来の国有セクター従業員向けの保

障から，都市部の職員・労働者と高所得層中心

（自費医療や住宅の商品化）の保障に転換する役

割を果たしたにすぎない。

世界のほとんどの社会主義国が崩壊し，資本

主義が�勝ち残った�要因として，技術革新に

よる高い効率性と大量生産・大量消費を実現し

た市場メカニズムの力が挙げられようが，反対

に資本主義が�生き残った�要因として�少な

くとも国内における不平等を是正するため，福

祉国家への変身�を遂げてきたことも忘れては

なるまい［田中１９９７，７］。また資本主義は勝ち

残ったけれども，資源と環境の制約から自由に

なったわけではない。消費を美徳とする社会は，

�福祉減殺�という結果をもたらす。このよう

な資本主義の本質は消失してはいない［小倉

１９９７，４３―４４］。他方で，旧来の社会主義国の福

祉と異なって，広く社会に開かれた形で福祉国

家を維持していくためには，社会保障のコスト

を補うだけの効率化と価格づけも必要である

［伊東１９９７，３７８―３８０］。中国の�社会主義市場経

済�も名が体を表すためには，社会保障制度の

整備・効率化と広域統合の実現によって膨大な

農村人口を含む社会統合を達成していかなけれ

ばならない。

（注１） 本稿で取りあげた４つのタイプの他に，新

興工業国や途上国の事例を別のタイプとして立てるこ

とは可能であろう。宇佐見（２００３，第１章）はラテン

アメリカとアジアとの比較福祉国家論の必要性を提起

している。また，スウェーデンとバングラディシュ

の社会福祉を比較したユニークな国際福祉論が藤田

（２０００）によってなされている。

（注２） 横山・田多（１９９１）によれば，日本の社会

保障の発展は，戦後の１９４５～６０年が社会保障制度の確

立期，６０～７０年代が拡充期，８０年代以降が改革期に分

けられる。
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（注３） 楊（１９９４，６４―６５）．計画経済期の低賃金制

のもつ�合理性�については，山本（２０００，第１章）

が詳しい。

（注４） 沢田（２０００，１９５）では，１９９６年の平均保険

料率は全国平均が２３．６％，中央１１産業が１９．４％と算出

している。

（注５） 当時の年金保険の運営方式には，①完全積

立方式（上海，吉林，河南，雲南，黒竜江，江西，青

島），②企業と個人の負担する保険料率を各県・市に

決めさせる賦課・積立混合方式 A（広東，天津，湖

南，浙江，北京），③個人口座の保険料率を省・自治

区で決める賦課・積立混合方式 B（山西，陝西，山東，

四川，安徽，江蘇，遼寧，福建，広西，湖北，甘粛，

新疆，内モンゴル，河北），④完全賦課方式（海南，

チベット），⑤各県・市の自由選択（貴州）の５種類

があった。陳（２００１，５０―５１）．

（注６） 楊宜勇は１９９０年代後半の顕在的失業人口プ

ラス潜在的失業人口の合計は１億８０００万～２億６０００万

人と推計している。その内訳は，都市の失業人口２６００

万～３８００万人（そのうち，国有企業２０００万～３０００万人，

政府機関・事業単位６００万～９００万人），農村の失業人

口１億５０００万～２億２０００万人からなる。馮

蘭瑞によれば，失業人口１億８３００万人で，失業率は

２７．７２％である。鐘朋栄は失業率が２３．４～３３．８％と推

計している［上海財経大学公共政策研究中心２００２］。

（注７） 上海財経大学公共政策研究中心（２００２，３０５）

では１９９７年の国有セクター従業員の数を１億７７６５万９０００

人としているが，�中国統計年鑑１９９８�１２７頁によれ

ば１億７６６万人のミスプリであると推測されるので修

正した。

（注８）１９９３年の平均失業手当は実際には平均賃金

の３０％で，雇用保険の規定する６０～７０％というレベル

とは大きくかけ離れていた。河南省総工会が行った６５０８

名の失業者への調査では３％余りが失業手当のみで生

活できたが，その他は親友の支援に頼ったり，衣食を

きりつめた生活をしていた［陳２００１，１４３］。

（注９） 江蘇省高郵市は最高２万元の医療費の４０％

までを保障する。農村の大病医療のモデルとして知ら

れるが，ここでもその運営は各鎮の範囲内に限られて

おり，鎮よりもっと広い範囲にわたる相互保障制度は

ない［鄭ほか２００２，２５４―２５５］。

（注１０） 丸川（２００２，１６０）によれば，臨時工の年金

保険への加入率は１９９９年に調査した国有企業（１００社）

で９％であった。出稼ぎ労働者の増加については大島

（１９９６），労働市場の進展については伊藤（１９９８）。

（注１１） 外資系企業の場合，社会保険料や福利厚生

費関係の企業負担は国有企業を上まわるほど高いとこ

ろから，ほとんど負担していないところまで差が大き

い。２００２年１２月の大連工業団地での取材では，２００３年

から対賃金総額の比率で年金１９％，雇用２％，医療

３．５％，労災０．７％，出産０．８％，住宅１８％，福利厚生

１４％，労働組合費２％など，計４６％になるとのことで

あった。２００２年まではこれが６２％に及んでいたという。
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